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令和 2 年 6 ⽉ 19 ⽇（⾦） 公明党世⽥⾕区議団 岡本のぶ⼦ 
只今、上程されました議員提出議案第４号 
「世帯主を中⼼とした⾏政⼿続きのあり⽅について⾒直しを求める意⾒書」に 
反対の⽴場から公明党世⽥⾕区議団の意⾒を申し上げます。 
 
本意⾒書では、“我が国の⾏政⼿続きの⼤半が住⺠基本台帳に基づいた「世帯」
単位、「世帯主」を中⼼として⾏われていることを挙げ、政府に対し「世帯主」
を中⼼とする⾏政⼿続きのあり⽅についての検討と、⾒直しにむけて法整備を
⾏うことを求める。”としております。 
ご承知のとおり、我が国の住⺠基本台帳法第 1 条には、この法律の⽬的として、
市町村において、住⺠の居住関係の公証、選挙⼈名簿の登録その他の住⺠に関す
る事務の処理の基礎とするとともに住⺠の住所に関する届出等の簡素化を図り、
あわせて住⺠に関する記録の適正な管理を図るため、住⺠に関する記録を正確
かつ統⼀的に⾏う住⺠基本台帳の制度を定め、もつて住⺠の利便を増進すると
ともに、国及び地⽅公共団体の⾏政の合理化に資することを⽬的とする。と記さ
れております。 
本意⾒書では住⺠基本台帳に基づいた「世帯単位」「世帯主」を中⼼とした⾏政
⼿続きに、何か多様な問題があるかのように⾔及され、その事例として 3 点が
取り上げられておりました。 
その点について検証した上で、討論させて頂きます。 
 
第１に、国⺠健康保険についてです。 
ご承知の通り、中⼩企業の従業員を対象とした「協会健保」、⼤企業や企業グル
ープごとの「健康保険組合」、公務員や教員等が対象の「共済組合」など被⽤者
保険が職場単位に適⽤されている「職域保険」とは異なり、国⺠健康保険は、各
⼈の住所を基盤として組織された「地域保険」です。保険料の負担能⼒、事務能
⼒などのない未成年者などについても被保険者としているため、国⺠健康保険
法では、資格の取得・喪失等の届出や保険料の納付などに関する義務を便宜上、
世帯主に課しています。 
本意⾒書では、世帯主が国保に加⼊していない場合でも、その世帯の家族の国保
に関する届出や保険料の納付は世帯主が義務を負うよう法が定めていることを
問題として取り上げているようですが、既に平成 13 年の厚労省通知では、この
ように世帯主が国保に加⼊していない擬制世帯については、国保事業の運営上
⽀障がないと認められれば、当該擬制世帯に属する国保の被保険者を国保制度
上の世帯主として変更することができるとしております。 
もし、意⾒書の主張通り、国⺠健康保険制度を世帯単位から個⼈単位に⾒直すと
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すれば、現⾏制度を根本から変えることになり、⼦どもなどの所得のない⼈たち
の保険料負担を誰がするのか？国⺠皆保険をやめるのか？他の公的医療保険や
社会保障制度、税制までも巻き込んだ検討が必要となり、軽々に賛成することは
できません。 
第 2 に、転⼊届についてです。 
住⺠基本台帳法の第 6 条には「個⼈を単位とする住⺠票を世帯単位に編成しな
げればならない。」としております。 
本区に転⼊される⽅は、住⺠異動届に前住所の役所が発⾏した転出証明書を添
えて本区の窓⼝へ提出することになっています。世帯単位での起票なので、住⺠
異動届の起票は⼀枚で済みます。また、その届出は、世帯主でなくても同⼀世帯
員の⽅でもできます。本意⾒書では、世帯主が申請者であることに何か問題があ
るかのように書かれていますが、もし意⾒書の主張通り、世帯単位でなく、個⼈
単位で転⼊届をすることになった場合、⼦供から⼤⼈まで、⼀⼈⼀⼈が窓⼝に⾏
き、個別に住⺠異動届を起票することになり、あまりにも不合理で住⺠の利便性
を損なうことに繋がることから賛成できません。 
第３に、投票所⼊場整理券についてです。 
以前、本区では、はがきに 2 名ずつ選挙⼈を記載し投票所⼊場整理券として各
世帯に発送されていました。その後、投票所の変更等、選挙⼈に多くの情報を伝
えることが可能となる為、封書で世帯単位に発送する形式が定着し現在に⾄っ
ています。投票所⼊場整理券の交付は、法令等で努⼒規定として定められていま
すが、投票⽇当⽇、選挙⼈の確認をスムーズに⾏うことを⽬的としているので、
選挙⼈名簿に登録されていれば、⼊場整理券を投票所に持参しない場合でも、係
員に申し出ることで投票はできます。 
従って、本意⾒書で⾔われるようなＤＶ避難の⽅や、世帯主が開封しなければ、
他の世帯員が投票所⼊場整理券を⼿にできなかったとしても、投票所に⾏き権
利を⾏使することはできるのです。仮に意⾒書の主張通り、世帯単位を個⼈単位
の発送に切り替えた場合、宛先が全世帯約 44 万件から全有権者約 77 万件とな
り、封書準備に掛かる⽇数の増加、郵便配達量の増加に伴う配達⽇数の増加、送
料を含めた経費の増加、さらに、衆議院の解散総選挙のように短い準備期間の場
合、投票所⼊場整理券の⼿配そのものが間に合わない恐れがあり、選挙⼈へ投票
所の周知ができず、投票所の円滑な運営に⽀障が⽣じることから、到底賛成でき
ません。 
最後に総括として 
本意⾒書では、今回実施されている特別定額給付⾦について、世帯主を「受給権
者」とし、申請された家族全員分の給付⾦を世帯主に⽀給する⽅法をとったこと
により、ＤＶなどで避難されている⽅々に影響があり改善が必要とのことです
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が、国は 4 ⽉ 20 ⽇に家計への⽀援を⾏うために⼀⼈⼀律 10 万円の「特別定額
給付⾦」を閣議決定し 2 ⽇後の 22 ⽇には総務省から「配偶者からの暴⼒を理由
とした避難事例への事務処理に関する運⽤指針」が発表され、本区はその指針に
沿って、6 ⽉ 11 ⽇時点までにＤＶを含む配慮を要する⽅々678 名に対し丁寧に
給付⾦の案内を⾏い、順次その⼿続きを進めております。無事に給付⾦がお⼿元
に届くことを議会としてもしっかり⾒届けてまいりたいと思います。 
仮に意⾒書の主張通り、世帯単位の給付を個⼈単位に給付するとした場合、銀⾏
⼝座を持たない⼦供たちの分はどのように振り込むのか？申請⼿続きを誰がす
るのか？など。⼀⽇でも速い給付⾦の振り込みを待たれている区⺠の皆様から
は、今以上に⼤きなご批判を受ける事態になっていたと思います。 
 
今、⾏政⼿続きのあり⽅で⾒直すべきは、コロナ禍により浮き彫りになったデジ
タル化されていない我が国の⾏政⼿続きの仕組みそのものの課題です。 
本定例会の会派の代表質問でも、その課題を取り上げ改善点を具体的に提案さ
せて頂きました。また、国政においても公明党デジタル社会推進本部においてア
フターコロナ、ウイズコロナといわれる次なる時代に向けての政策提⾔への議
論を始めております。総務省も、特別定額給付⾦のオンライン申請が滞った原因
の⼀つに、世帯主が申請する銀⾏⼝座の誤⼊⼒や、照合する銀⾏⼝座の画像の不
鮮明などを挙げ、その改善策として、マイナンバーカードと個⼈の任意の銀⾏⼝
座（1 ⼝座）を紐づけることを来年の通常国会に提出すると発表しております。
国において優先すべき課題は、⾏政⼿続きのデジタル化による合理化の促進と
国⺠の利便性の向上であることを申し添え、本意⾒書に対する反対意⾒としま
す。 


